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⑥当初の研究目的（交付申請書に記載した研究目的を簡潔に記入してください。）  

 経済変動が環境への負荷を高めている現代アフリカにあって、環境に配慮した農村開発

手法の確立は急務である。そのため、多分野の研究者がこれまでの研究を踏まえながら地

域社会を総合的に捉え、アフリカの自然環境、とりわけ森林について、その利用と保全の

双方の立場から地域の実態に適合した開発計画を立案、実施することには重要な意味があ

る。本研究の目的は、環境破壊の最前線である乾燥疎開林帯をフィールドとしてきた多分

野の研究者が地域研究を深め、地域農村の開発につながる手法を構築することにある。こ

の開発手法は、現場主義を尊重しつつ、地域農村の実態を多角的、学際的なアプローチに

よって把握することを基本としている。それはまた、住民参加を主軸としながら、地域農

村の在来性のポテンシャルを踏まえた地域の発展計画を構想、実践する手法であるととも

に、1999 年から５年間にわたってタンザニアで実施した JICA の農村開発プロジェクトの

基本的な活動理念・方法を継承・発展させる試みとして捉えることもできる。 



 

 

Ｓ中間－２ 

⑦これまでの研究経過（研究の進捗状況について、必要に応じて図表等を用いながら、具体的に記入してください。）  

 
 
 

 本研究の基礎的なモデルとなるのは、山地斜面での独特の在来農法（ンゴロ）を発達させ、植民地期
にコーヒー栽培を導入して暮らしを立ててきたムビンガ県のマテンゴ高地での事例である。プロジェク
トの期間中に第 1 フェーズとして 3 段階の過程を終え、今回の調査ではモニタリングを基軸として、研
究の枠組みと内容の検証と、プロジェクト以後に展開している活動の分析を進め、第 2 フェーズに向け
ての実態把握に努めている。プロジェクトの実践過程では、モデル村に小規模なハイドロミル（水力製
粉機）を導入して村人自身による管理・運営を支援し、また養魚池・養蜂・植樹などをセットとしたグ
ループ活動を支援するなどの活動を行った。この第 1 フェーズのモニタリングで特に印象的であったの
は、山地斜面における掘り穴耕作（ンゴロ）の発展・維持の要であった拡大家族の共同性が、プロジェ
クトの影響もあって現代的な形態で再生し、開発行動を内発的に進めていく展開であった。それは、「在
来性のポテンシャル」と、内発的発展の諸形態とそれを推し進める機構について深く検討することを当
面の重要な研究課題とする必要性の認識につながった。現在、マテンゴ高地では自発的に形成された農
民グループの活動が広く普及し始めており、その現状とプロセスの解明が進んでいる。 
 ウルグル山地では、プロジェクト時に果樹やバニラなどの導入を試みたが、その普及を支える地域特
性の、より深い理解が必要であるとの認識のもとに、土地利用・農業システム・食文化・域内の食物流
通などの調査に力を注いだ。ウルグル山地は湿潤な気候条件や都市の後背地であるなどの条件を生か
し、古くから多様な作物が栽培され、それらの作物群は屋敷畑に集積されてきた。屋敷林を中心とした
インテンシブな調査から、多様な作物群は、多彩な食文化を支える食物庫であるとともに、変動する市
場のニーズに対応するための資源ストックでもあり、需要の高い作物を選び、その栽培面積を調整する
ことで農産物の価格変動に対処していることが明らかになった。 
 新たに実態把握に着手したボジ県では、広域調査を踏まえ、5 村を調査対象地とし、広い視野のもと
での地域特性の把握に努めた。そのうえで中心的な調査村として半乾燥アカシア疎開林帯に位置するウ
ソチェ村を選んだ。ウソチェ村では、この 10 年間に水田稲作が急速に普及した。それは稲作技術をも
った半農半牧民の移住を契機とし、ウソチェの村民と移住者との相互関係を含めた生態・社会・文化の
ポテンシャルの顕在化と外部の政治・経済的な条件とが同調した結果であることが詳細なデーターの収
集・分析によって明らかになった。 
 ザンビア・ムピカ県のベンバの村では、村人のサブシステンスを支える平準化機構が、通常は大きな
変化を押しとどめるが、条件が整えば急速に変化を促進するという点に着目しつつ調査を継続してき
た。チテメネシステムと呼ばれる焼畑農耕に基盤をおいた生活、化学肥料を投入してハイブリッド種の
トウモロコシを栽培する農業の普及、そして 1990 年以降の市場経済化・経済自由化のもとでのトウモ
ロコシ栽培の衰退とチテメネへの回帰、と大きな変化がみられたが、2000 年以降には政府による再入
植者計画によって、焼畑耕作を支える乾燥疎開林の利用が制限され、草地型の在来農業を拡大しつつ新
たな生存戦略を模索する実態が明らかになった。 
 これらの調査で明らかになった経済自由化への対応は、地域によって多様であったが、いずれも地域
の在来性のポテンシャルに根ざした内発的な変化・展開であり、今後の研究の方向性を構想するための
貴重な資料と理論的な視点を得ることができた。これらの調査内容については、2005 年１２月にタン
ザニアで開催した国際ワークショップで討議を深めた。また、2006 年 5 月に開催される日本アフリカ
学会学術大会では、分科会で本研究の成果を発表する予定である。 

 

 本研究は、アフリカ型の農村開発の道を探るために、地域の
実態把握、地域が抱える問題の抽出と原因の探求、そして問題
解決の構想と実践という3段階の構成を枠組みとして設定して
いるが、JICA プロジェクトでの経験と反省を生かし、現場主義
のもとで各段階間のフィードバックを重視した柔軟な枠組み
の運用と、多地域での比較調査を組み合わせて検討していく方
針で研究を進めている。重点調査域は、JICA プロジェクトで対
象としたムビンガ県・ウルグル山域の２地域に、新たにボジ県
を加え、また 1983 年から「定点調査」を継続しているザンビ
ア・ムピカ県の村を合わせて 4地域とした。これらの重点調査
域のほかに、研究協力者が長期わたり実態調査に基づいて変化
を追跡しつつあるタンザニアの3村も比較考察を深めるために
調査対象に含めた（図）。 

図 調査地の位置 
重点調査地域 調査地 



 

 

Ｓ中間－３ 

⑧特記事項（これまでの研究において得られた、独創性・新規性を格段に発展させる結果あるいは可能性、新たな知見、学問的・学術

的なインパクト等特記すべき事項があれば記入してください。） 

〔「在来性のポテンシャル」分析の深化〕 本研究が対象とする農村は、生態・社会・文化の相互関係
の歴史的な累積体であり、その累積体がもつ多面的な潜在力・可能性を「在来性のポテンシャル」と考
えることができる。それは多くの場合、外部の政治・経済的な条件に同調して顕在化し、また外部から
の情報や人の流入、援助などの刺激によって活性化される。同時に人々の生活世界に根ざした在来性ゆ
えに、地域発展の内発性の源泉ともなりうる。本研究では、地域的な特性が異なる諸地域において、主
として経済自由化に対する住民の対応のなかに、内発的発展につながりうる在来性のポテンシャルの諸
形態を見いだすことができた。 
 ムビンガ県のマテンゴ高地では、具体的な活動の展開を支えた共同性の現代的な再生がみられたが、
印象的な事例である。この共同性は、これまでの官製の協同組合にかわって新たな協同組合の萌芽にな
りうるかもしれない。 
ボジ県のウソチェ村では、稲作技術をもった半農半牧民スクマの移住を契機として、不透水層という

生態的ポテンシャルが顕在化し、水田稲作が普及した。地域の内発的な発展には、生態的なポテンシャ
ルの新たな活用が基本的、かつ効果的な方法であるが、同時に環境保全への配慮は、地域の持続可能な
発展を考えるうえできわめて重要である。たとえば、ウソチェでは、水田稲作を支えていたのは牛耕で
あった。しかし、不透水層のあるアカシア林は稲作の適地であると同時に牛の放牧地でもあり、水田の
無秩序な開墾は放牧地を圧迫し、ついには稲作の継続を危うくする可能性もある。 
同地域では、この問題に対して、村の評議会が水田の開墾を規制しようとする動きも出てきている。

同じボジ県のコーヒー産地では、肉牛の生産地と連携を深めながら、牛の繁殖と更新はそこに委ね、役
牛だけを飼育することで農地と放牧地の競合問題に対処している。また、焼畑によって生計を支えてい
るボジ県の他地域では、在来作物（シコクビエ）の商品化によって焼畑の面積が拡大され、乾燥疎開林
の破壊が急速に進んでいった。そこは多彩な民族で構成される地域であり、多様な在来農法が混在して
いたが、彼らはそのいくつかを組み合わせることで低木林に適した農法を考案し、二次林を維持しなが
ら焼畑耕作を続けている。これらは、人為の影響を受けやすい生態ポテンシャルを、社会的、技術的な
ポテンシャルで補い、在来性のポテンシャルが多重的に作用した事例である。 
上述したウソチェの事例では、稲作技術をもった半農半牧民のスクマの移住が契機となって水田稲作

が普及した。牛に高い社会的価値をおく彼らは、牧草地を求めて多くの牛を移動させるため、各地で他
民族との衝突が常態化していた。ところがウソチェ村では、牛の貸与を通して水田稲作の普及に貢献し、
住民と友好的な共生関係を構築している。この牛の貸与は、スクマの社会的慣習である。この事例は、
民族が接触することではじめて顕在化する「民族間の関係のポテンシャル」の重要な一側面を示してい
る。「民族間の関係のポテンシャル」に着目した研究は、アフリカの本質的な理解に基礎をおく内発的
発展論に重要な貢献をなしうる可能性がある。 
〔内発的発展プロセスの解明〕 本研究では、タンザニアとザンビアの合計 11 箇所における長期的な
調査を通して、経済自由化に対する各地域の取り組みと、その変化の過程を追っている。その比較研究
によって、新たな技術が地域に浸透し、内在化していく過程には、いくつかの共通する段階のあること
が見いだされた。最初は、新技術の導入や在来性のポテンシャルの応用、あるいはそれらが融合して新
たな取り組みが地域内で萌芽する段階がある。そして、新たな取り組みは一部の住民によって実践され、
その過程を通して環境適応性や社会経済的な有益性が実証されていく。適正と認められた取り組みは、
地域内に波及することになるが、このときに多くの住民が実施できる体制が整っていなければならな
い。 

アフリカでは、人びとの間で物（特に食物）のシェアリングを促す社会倫理に依拠した平準化の機構
が発達してきた。それは、厳しい環境で生き抜くための社会保障として機能し、あるいは有害なものの
進入を抑止する安全弁として機能する反面、個人に過剰な蓄積をもたらす経済活動を制御するようにも
作用する。すなわち、一部の者がある活動を通して得た大きな蓄財が他者へ分配されるか、あるいは大
多数の住民が活動を実施できる条件が整ってはじめて、活動の継続が社会的に認知されるのである。上
述した稲作の事例では、こうした実施条件が積極的に整えられていった。同地の水田稲作では牛耕が不
可欠であり、一部の農家は移住民から牛を借りて稲作を始めることができた。しかし、彼らは牛を独占
せず、伝統的な慣習なども適用しながら、すべての住民が牛にアクセスできる体制を創り上げていった。
その結果、稲作は急速に普及していった。つまり、平準化の機構は、新たな活動に対する検証と普及の
促進という二面性をもつ、社会的な在来性のポテンシャルと見なすことができる。ザンビアのベンバ社
会の事例も、その好例といえよう。 
これまでアフリカで主流とされてきた普及手法は、一部の住民に重点的に技術指導し、彼らから他の

農民への技術移転を期待するもので、大半の住民を対象とした実施条件にはほとんど注意が払われてこ
なかった。持続可能な地域開発は、新たな取り組みが地域全体に受け容れられ、社会システムに組み込
まれながら内在化していくことを想定しなければならない。本研究では、内発的な発展プロセスの事例
を通して、平準化機構に配慮した諸条件の整備の重要性を指摘し、また今後の農村開発に向けた一つの
指針を提示することができた。 
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⑨研究成果の発表状況（この研究費による成果の発表に限り、学術誌等に発表した論文（掲載が確定しているものを含む。）の全

著者名、論文名、学協会誌名、巻（号）、最初と最後のページ､発表年（西暦）、及び国際会議、学会等に

おける発表状況について記入してください。なお、代表的な論文３件に○を、また研究代表者に下線を付し
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